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○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 53.5万人 （身体障害者34.6万人、知的障害者12.1万人、精神障害者6.7万人）
実雇用率 2.05％ 法定雇用率達成企業割合 45.9％

○ 雇用者数は15年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

（平成30年6月1日現在）

（S63 .4.1）
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国及び地方公共団体と民間事業主との法改正事項に係る適用状況の比較
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法案において規定する項目
国・地方公共団体への適用 民間事業主への適用

現行 改正案 現行 改正案

１．障害者の活躍の場の拡大に関する措置

⑴①国及び地方公共団体の責務 ー 国等が率先して雇用する責務を法
律上明確化★ ー ー

⑴②障害者活躍推進計画の作成・公表 ー 障害者活躍推進計画の作成・公
表を義務付け★ ー ー

⑴③障害者雇用推進者の選任 ー 全ての国及び地方公共団体に選
任を義務付け

一定規模以上の企業に選任の
努力義務あり （引き続き努力義務）

⑴③障害者職業生活相談員の選任 ー 一定数以上の障害者を雇用する
事業所に選任を義務付け

一定数以上の障害者を雇用す
る事業所に選任義務あり （引き続き義務）

⑴④障害者任免状況の自ら公表 ー 任免状況の自ら公表を義務化 ー ー

⑴⑤解雇の届出 ー 障害者を免職する場合は公共職
業安定所へ届出を義務付け★

障害者を解雇する場合は公共
職業安定所へ届出義務あり （引き続き義務）

⑵①週20時間未満の特例給付金 ー ー
（障害者の特性に応じた雇用推進）

ー
週20時間未満の雇用障害者
の数に応じて、障害者雇用納
付金を財源とする特例給付金
を支給する仕組みを創設

⑵②中小事業主の認定制度 ー ー ー 障害者雇用に関する優良な事
業主の認定制度を創設

２．国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置

⑴厚生労働大臣による報告徴収 ー 厚生労働大臣による報告徴収がで
きる規定を新設

厚生労働大臣による報告徴収
等の規定あり （引き続き規定）

⑵対象障害者の確認書類の保存 ー 義務規定を新設 （省令に義務規定あり） 義務規定を新設

⑶対象障害者の確認方法 ー 規定を新設
適正実施勧告も規定★ ー 規定を新設

は、民間事業主よりも強い規定。 は、民間事業主に並ぶ規定。
★は、「公務部門における障害者雇用に関する基本方針」（平成30年10月23日公務部門における障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）の内容に上乗せする
規定。



障害者活躍推進計画の作成・公表
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○ 法定雇用率を達成していない国及び地方公共団体の機関においては、法定雇用率の速やかな達成に向けた取組を進め
ることが求められている一方で、障害者が活躍しやすい職場づくりや人事管理を進める等、雇用の質を確保するための取組
を確実に推進することが必要である。

○ このため、国及び地方公共団体の機関において、障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関す
る計画（障害者活躍推進計画）を作成・公表することとする。

○ また、国及び地方公共団体の機関が適切に計画を作成・実施することができるよう、厚生労働大臣は、障害者雇用対策
基本方針に基づき、障害者活躍推進計画の作成に関する指針を示すこととする。

● 国及び地方公共団体の機関は、障害者活躍推進計画作成指針に即して、障害者活躍推進計画を作成・公表。

● 国及び地方公共団体の機関は、毎年少なくとも１回、障害者活躍推進計画に基づく取組の実施状況を公表。
● 厚生労働大臣は、国又は地方公共団体の求めに応じ、障害者活躍推進計画の作成に関し必要な助言を行うことが
できる。

障害者活躍推進計画の概要

計画期間：概ね２～５年間
障害者活躍推進計画における取組例
（１）障害者の活躍推進に関する基礎的事項

① 組織内の体制整備のための取組、② 障害者雇用に関する理解促進のための取組、③ 職務の選定・創出のための取
組
（２）障害者の採用に関する事項

① 募集・採用に関する取組、② 職員の任用上の措置
（３）障害者が職場定着し活躍できる職場づくりに関する事項

① 職場環境整備のための取組、② 人事労務管理に関する取組

＜障害者活躍推進計画の概要イメージ＞



短時間労働者のうち週所定労働時間が一定の範囲内にある者（特定短時間労働者）の雇用に対する支援
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＜労働政策審議会障害者雇用分科会意見書で提言された具体的な枠組み＞

• 週所定労働時間20時間未満の雇用障害者数に応じて、障害者雇用納付金を財源とする特例的な給付金を事業主に支給する。
• 雇用率制度のカウント対象とする常用労働者については、職業的自立の目安である週20時間以上の労働者とする枠組みを維持する。
• 支給額の単価は、調整金・報奨金の単価、週20時間～30時間の短時間労働者の雇用率カウント（0.5）との均衡等を踏まえ、調整
金・報奨金の単価の４分の１程度とする。

• 中長期にわたり20時間以上の勤務に移行できない者等も見られることを踏まえ、支給期間を限定しないこととする。
• 週20時間未満の雇用に対する支援が、週20時間未満の安易な雇用促進にならないよう、支給対象となる雇用障害者の所定労働時
間の下限について、トライアル雇用助成金（障害者短時間トライアルコース）における下限が10時間であることを踏まえ、10時間とする。

※ 具体的な要件や単価については、省令で規定する予定。

＜各制度の対象者イメージ＞

○ 現行の障害者雇用率制度等においては、職業的自立を促す観点から、週所定労働時間20時間未満での働き方は支
援の枠組みの対象とされていない。一方で、就労希望を有する精神障害者等が大幅に増加傾向にあり、その中には、障害
の特性から、週所定労働時間20時間未満であれば就労可能な障害者も一定程度見られる。

○ 短時間であれば就労可能な障害者等の雇用機会の確保を支援するため、短時間労働者のうち週所定労働時間が一定
の範囲内にある者（特定短時間労働者）を雇用する事業主に対して、障害者雇用納付金を財源とする特例的な給付
金を事業主に支給する仕組みを創設する。

週所定労働時間 雇用率制度 障害者雇用納付金
障害者雇用調整金

週20時間未満の
特例給付金

30時間以上 ○ ○ ×

20時間以上30時間未満 ○ ○ ×

10時間以上20時間未満 × × ○
○ 対象となる
× 対象とならない



障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度の創設
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○ 中小事業主については、法定雇用義務が課されているにもかかわらず依然として障害者を全く雇用していない企業（障害
者雇用ゼロ企業）が多い等、障害者雇用の取組が停滞している状況にある。

○ このため、従来の制度的枠組みに加え、個々の中小事業主における障害者雇用の進展に対する社会的な関心を喚起し、
障害者雇用に対する経営者の理解を促進するとともに、先進的な取組を進めている事業主が社会的なメリットを受けること
ができるよう、障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度を創設する。

＜考えられる優良中小事業主の認定制度に係る評価項目例＞

１．障害者雇用の推進体制の整備 ６．障害者を採用し、活躍を推進するための
２．障害者雇用に関する理解浸透 計画立案
３．職務の選定・創出 ７．募集・採用の取組
４．職場環境の整備 ８．職場定着の取組
５．雇用管理の充実 ９．関係機関との連携

※具体的な評価項目については、法案成立後に検討。

＜企業規模別の障害者雇用状況＞

実雇用率 雇用率達成企業割
合

雇用率未達成企業のう
ち

雇用ゼロ企業割合
全体 2.05% 45.9% 57.8% (100%)

45.5～100人未満 1.68% 44.1% 93.7% (82.1%)
100～300人未満 1.91% 50.1% 30.8% (17.7%)
300～500人未満 1.90% 40.1% 1.3% (0.2%)

500～1,000人未満 2.05% 40.1% 0.1% (0.0%)
1,000人以上 2.25% 47.8% 0.1% (0.0%) 平成30年6月1日現在

＜認定のメリット＞

○自社の商品、広告等への認定マークの使用
○認定マークの使用によるダイバーシティ・働き
方改革等の広報効果

○障害のない者も含む採用・人材確保の円滑
化

○好事例の相互参照・横展開 等
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法定雇用率
未達成企業

法定雇用率
達成企業

※ 障害者雇用促進法に基づき、少なくとも5年ごとに労働者及び失業者並びに障害者数の総数の割合の推移を勘案して政
令で設定。

雇用率未達成企業（常用労働者１00人超）から納付金を徴収し、雇用率達成企業などに対して調

整金、報奨金を支給するとともに、各種の助成金を支給。

雇用
障害者数

雇用
障害者数

「納付金」の徴収
【不足１人当たり 月額５万円】

法定雇用率
※
相当数

未達成

達 成

（常用労働者100.5～200人の事業主は、
不足１人あたり月額４万円）

未達成企業

達成企業

「調整金」の支給
【超過１人当たり 月額２万７千

円】

「報奨金」の支給
（常用労働者100人以下）

【超過１人当たり

月額２万１千円】

その他

「助成金」の支給
（設備等に対し）

障害者雇用納付金制度
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障害者雇用納付金制度の財政状況

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

137 192 192 163 240 220 312 295

235 226 235 219 195 190 241 262

119 134 147 164 125 143 195 218

うち調整金 71 90 104 120 82 95 155 174

うち報奨金 47 44 42 45 44 48 40 44

79 69 66 31 40 17 12 9

38 22 20 21 28 26 29 31

▲ 99 ▲ 34 ▲ 43 ▲ 55 44 30 71 33

158 120 76 20 64 93 172 204

※

※

単年度収支（ａ－ｂ）

積立金額

単位：億円

表中の数値は決算値を記載。

支出（ｂ）の額については、調整金の外、還付金が含まれる。

年度（平成）

納付金収入（ａ）

支出（ｂ）

調整金／報奨金

助成金

事務事業費


Sheet1



																						単位：億円

				年度（平成）						２２年度		２３年度		２４年度		２５年度		２６年度		２７年度		２８年度		２９年度

				納付金収入（ａ）						137		192		192		163		240		220		312		295

				支出（ｂ）						235		226		235		219		195		190		241		262

						調整金／報奨金				119		134		147		164		125		143		195		218

								うち調整金		71		90		104		120		82		95		155		174

								うち報奨金		47		44		42		45		44		48		40		44

						助成金				79		69		66		31		40		17		12		9

						事務事業費				38		22		20		21		28		26		29		31

				単年度収支（ａ－ｂ）						▲ 99		▲ 34		▲ 43		▲ 55		44		30		71		33



				積立金額						158		120		76		20		64		93		172		204



				※		表中の数値は決算値を記載。

				※		支出（ｂ）の額については、調整金の外、還付金が含まれる。
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件数 116 108 83 79 195 113 88 76

金額 78,427 55,163 48,423 39,585 98,702 56,301 45,299 39,546

件数 3 3 1 0 8 1 3 1

金額 551 414 203 0 1,961 141 413 195

件数 117 65 51 36 15,925 9,195 7,327 5,763

金額 --- --- --- --- 1,790,083 1,076,728 898,727 715,579

件数 48 46 35 17 2,344 1,428 1,168 819

金額 3,040 2,049 1,050 2,157 462,738 268,078 208,532 136,755

件数 0 2 0 0 16 9 2 0

金額 0 42,236 0 0 56,002 1,192 41,215 0

件数 284 224 170 132 18,488 10,746 8,588 6,659

金額 82,018 99,862 49,676 41,742 2,409,486 1,402,440 1,194,186 892,075

※認定金額は施設・設備等のみである。

合　　計

１　障害者作業施

設設置等助成金

２　障害者福祉施

設設置等助成金

３　障害者介助等

助成金

４　重度障害者等

通勤対策助成金

５　重度障害者多

数雇用事業所施設

設置等助成金

障害者助成金認定・支給状況の推移（平成26年度～29年度）

区分 

認定

26年度 27年度 28年度

平成30年３月31日現在
（単位：千円）

支給

29年度 26年度 27年度 28年度 29年度


Sheet1



		障害者助成金認定・支給状況の推移（平成26年度～29年度）

																（単位：千円） タンイ センエン

														平成30年３月31日現在 ヘイセイ ネン ガツ ニチ ゲンザイ

		区分  ク ブン				認定 ニンテイ								支給 シキュウ

						26年度 ネンド		27年度 ネンド		28年度 ネンド		29年度 ネンド		26年度 ネンド		27年度 ネンド		28年度 ネンド		29年度 ネンド



		１　障害者作業施設設置等助成金 ショウガイシャ サギョウ シセツ セッチ トウ ジョセイキン		件数 ケンスウ		116		108		83		79		195		113		88		76

				金額 キンガク		78,427		55,163		48,423		39,585		98,702		56,301		45,299		39,546

		２　障害者福祉施設設置等助成金 ショウガイシャ フクシ シセツ セッチナド ジョセイキン		件数 ケンスウ		3		3		1		0		8		1		3		1

				金額 キンガク		551		414		203		0		1,961		141		413		195

		３　障害者介助等助成金 ショウガイシャ カイジョトウ ジョセイキン		件数 ケンスウ		117		65		51		36		15,925		9,195		7,327		5,763

				金額 キンガク		---		---		---		---		1,790,083		1,076,728		898,727		715,579

		４　重度障害者等通勤対策助成金 ジュウド ショウガイシャ トウ ツウキン タイサク ジョセイキン		件数 ケンスウ		48		46		35		17		2,344		1,428		1,168		819

				金額 キンガク		3,040		2,049		1,050		2,157		462,738		268,078		208,532		136,755

		５　重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金　　　　　　　　　　　　 ジュウド ショウガイシャ タスウ コヨウ ジギョウショ シ セツ セッチ トウ ジョセイキン		件数 ケンスウ		0		2		0		0		16		9		2		0

				金額 キンガク		0		42,236		0		0		56,002		1,192		41,215		0

		合　　計 ア ケイ		件数 ケンスウ		284		224		170		132		18,488		10,746		8,588		6,659

				金額 キンガク		82,018		99,862		49,676		41,742		2,409,486		1,402,440		1,194,186		892,075



		※認定金額は施設・設備等のみである。 ニンテイ キンガク シセツ セツビ トウ
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Ⅰ 障害者雇用をめぐる最近の動き

１．障害者雇用の状況について

２．障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正す
る法律の概要について

１．障害者雇用納付金制度について

Ⅱ（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の
助成金等

２．助成金の支給実績について

３．助成金等の概要、活用事例及び今年度の改正について

４．支給手続きについて



［障害者雇用安定助成金］

9-1 障害者職場定着支援コース
9-2 障害者職場適応援助コース
9-3 障害や傷病治療と仕事の両立支援コース
［人材開発支援助成金］
10 障害者職業能力開発コース

機構（納付金）

国（雇用保険２事業）

障害者関係助成金の体系

採 用

４ 障害者作業施設設置等助成金
５ 障害者福祉施設設置等助成金
６ 障害者介助等助成金
７ 重度障害者等通勤対策助成金
８ 重度障害者多数雇用事業所施設設置等
助成金

採用前 採用後

11 調整金、12 報奨金

２ トライアル雇用助成金

2-1 障害者トライアルコース
2-2 障害者短時間トライアルコース

３ 特定求職者雇用開発助成金

3-1 特定就職困難者コース
3-2 障害者初回雇用コース
3-3 発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース

１ 障害者職場実習支援事業

雇入れ時

18



障害者雇用納付金制度に基づく助成金とは？

事業主が障害者を新規雇入れ・雇用継続をす
るために特別な措置（※）を行う場合に、助
成金を支給することにより、事業主の経済的
負担を軽減し、障害者の雇用促進・雇用継続を
図ることを目的とするものです。

※ポイント
雇入れるだけではダメ！

障害者の障害に応じた特別な
措置を行う必要があります。

19



主な助成金

①障害者作業施設設置等助成金

（施設、設備を設置・整備する）

②障害者介助等助成金

（介助や相談等を行う）

③重度障害者等通勤対策助成金
（通勤を容易にする）

20
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とは

雇用する障害者のために施設、設備を設置・整備する

事業主の方への助成金

障害者作業施設設置等助成金

障害者作業施設設置等助成金

21



障害者作業施設設置等助成金の主なポイント

○対象障害者を雇用してから、6か月以内の申請で
あること（中途障害者及び人事異動等の場合を除く）

○業務を行うにあたって、障害が理由で生じる課題
に配慮した施設等の設置・整備を行うこと

○助成金の対象は、必要最低限の施設等であること

障害者作業施設設置等助成金
ポイント

22



助成金名 対象となる障害者 助成率 限度額 支給期間

第1種作業施設設置等助成金

・身体障害者

・知的障害者

・精神障害者

・中途障害者

※上記の障害者である
在宅勤務者

2/3

・障害者１人につき４５０万円
（作業施設、附帯施設、作業設
備の合計）
※作業設備の場合 障害者１人
につき１５０万円
（中途障害者の場合は１人につ
き４５０万）

・短時間労働者（重度身体障害
者、重度知的障害者または精神
障害者を除く）である場合の限
度額は１人につき上記の半額

―

第2種作業施設設置等助成金

・障害者１人につき月１３万円
※作業設備の場合 障害者１人
につき月５万円
（中途障害者の場合は１人につ
き１３万）

・短時間労働者（重度身体障害
者、重度知的障害者または精神
障害者を除く）である場合の限
度額は１人につき上記の半額

最長３年間

障害者作業施設設置等助成金

工事・購入により

設置・整備をする場合

賃借により

設置・整備する場合

障害者作業施設設置等助成金
概要

23



【事例】第1種作業施設設置等助成金

【対象者】

身体障害者（視覚障害）

【 課 題 】

書類作成等の事務作業が主な業務であるが、

視覚障害のため、書類の文字の判読が困難。

【 措 置 】

拡大読書器の整備

障害者作業施設設置等助成金
事例

24※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず
助成金の対象とならないケースもあります。



【対象者】
身体障害者（下肢障害）

【 課 題 】
義足の使用により、階段の上り下りができない。
（４階建てで対象者が業務を行っているのは2階、会議室が３階）

【 措 置 】
1階から３階までの階段に手すりを設置

・入口から就業場所及び
毎日使用する会議室までの主な経路
（1階から３階）

・それ以外（３階から４階）

【事例】第1種作業施設設置等助成金

障害者作業施設設置等助成金
事例

25※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず助成金の対象とならないケースもあります。



障害者介助等助成金 とは

障害者のために必要な介助等を行う

事業主の方への助成金

障害者介助等助成金

26



①職場介助者の配置または委嘱助成金

②手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金

③障害者相談窓口担当者の配置助成金

【平成30年度新設】

障害者介助等助成金

障害者介助等助成金
概要

27



○対象障害者を雇用してから原則１年を経過する前に申請
すること。

○業務を行うにあたって、障害を理由とした課題・問題が
あり、そのままでは雇用の継続が困難であること。（課題が
一般的な業務上の課題である場合や介助の必要性が認められない場合
等は、対象外）

○職場介助者等を配置または委嘱し、課題・問題を解決す
るための介助等を行うこと。

①職場介助者の配置または委嘱助成金
②手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金 のポイント

障害者介助等助成金
ポイント

28



29

概要
障害者介助等助成金

「職場介助者の配置助成金」の概要1

○対象となる障害者ごとに、１人の職場介助者を
配置する

○障害者が主体的に業務を行うために必要な次の
ような介助（例）

・事務処理に必要な文書の朗読

・文書の作成及びその補助業務

・公共交通機関で移動時の手引き介助



「職場介助者の配置助成金」の概要2

対象となる障害者 助成率 限度額 支給期間

・２級以上の視覚障
害者
・２級以上の両上肢
機能障害及び２級以
上の両下肢機能障害
を重複する者
・３級以上の乳幼児
期以前の非進行性の
脳病変による上肢機
能障害及び３級以上
の乳幼児期以前の非
進行性の脳病変によ
る移動機能障害を重
複する者

3/4
１５万円

/月
最長

10年間

障害者介助等助成金
概要

30



【対象者】

視覚障害者（２級）

【課題】

作成した文書のレイアウトの確認ができない。

【措置（支援内容）】

職場介助者が、障害者の指示により、障害者の
作成した文書のレイアウトを確認、修正または
伝達する。

【事例】職場介助者の配置助成金

障害者介助等助成金
事例

31※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず助成金の対象とならないケースもあります。



○雇用している障害者への合理的配慮の提供を目的とする。

○既に設置されている相談窓口（※）または別に新設した
相談窓口へ、

新たに相談窓口担当者を増配置すること等により、

雇用している障害者に対する相談体制を拡充する。

○障害者専門機関へ相談業務を委嘱することによる拡充も
対象となる。

※平成28年4月1日から、雇用の部分で障害者に対する差別が禁止され合理的
配慮の提供として相談窓口体制の整備が義務となりました。

【平成30年度新設】
③障害者相談窓口担当者の配置助成金 のポイント

障害者介助等助成金
ポイント
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「障害者相談窓口担当者の配置助成金」の概要

対象となる
障害者

対象となる措置 支給額 支給回数

身体障害者

知的障害者

精神障害者

担当者の「増配置」

①専任の場合
配置した職員1名（最大2名）に
つき月額8万円（最大6か月）
②兼任の場合
配置した職員1名（最大5名）に
つき月額1万（最大6か月）

1回
担当者の研修受講費用

研修等の受講費の３分の２
（最大２０万円）
受講者数×700円×受講時間
（10名まで） （月10時間
まで）
※①、②の増配置の対象者は除く

障害者専門機関への委嘱等
に要した経費

委嘱経費として支払った額の
３分の２（上限月額１０万円かつ
最大６か月）

障害者介助等助成金
概要
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とは

通勤を容易にするための措置を行う

事業主の方への助成金

重度障害者等通勤対策助成金

重度障害者等通勤対策助成金

34



通勤対策助成金の主なポイント
○対象障害者を雇用してから、6か月以内の申請であること

（中途障害者及び人事異動等の場合を除く）
○障害者の通勤を容易にするための措置を行う事業主等に支給
するものであること

○障害のみを理由とした通勤困難性が認められること

A.そもそも対象障害者の住居から勤務地まで通勤できる公共交通

機関が無い場合

B.対象障害者の前住居から勤務地まで、通常では通勤しないよう

な相当な距離があり、障害者以外の者でも通勤するのが困難な

場合

C.事業所移転に伴い、公共交通機関の利用ができなくなった場合

し
か
し

対
象
と

な
ら
な
い

重度障害者等通勤対策助成金ポイント
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具体的な種類

１.住宅の賃借助成金

２.指導員の配置助成金

３.住宅手当の支払助成金

４.通勤用バスの購入助成金

５.通勤用バス運転従事者の委嘱助成金

６.通勤援助者の委嘱助成金

７.駐車場の賃借助成金

８.通勤用自動車の購入助成金

重度障害者等通勤対策助成金概要
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駐車場の賃借助成金

通勤

駐
車
場

駐
車
場

事業所

移動時間が
10分程度
の距離

・対象障害者が自分で運転する
・自宅および事業所までのそれぞれの移動時間が10分程度の距離
・対象障害者のために新規に契約（助成金受給のために契約を切り替えるのは×）
・駐車場は通勤のためだけに使用（事業所の営業活動等別の用途での使用は×）
・駐車場の契約においては駐車区画、駐車する車を指定

ポイント

重度障害者等通勤対策助成金概 要

37

移動時間が
10分程度
の距離

自宅



【事例】駐車場の賃借助成金

【対象者】
下肢障害者（1級）、常時車椅子利用
【課題】
公共交通機関で通勤する場合、自宅側も事業所側も
最寄駅は階段のみで、エレベータがない。
駅員も常駐していないため、自力での通勤が困難。
【措置】
車通勤を認め、事業所側近くに駐車場を会社が賃借。
賃借料の2割を障害者本人が負担
→通勤に係る負担が軽減

雇用の継続を図れた。

障害特性
に配慮

雇用継続
○

重度障害者等通勤対策助成金事例

38※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず
助成金の対象とならないケースもあります。



駐車場の賃借助成金
対象となる障害者 助成率 限度額 支給期間

・重度身体障害者
・3級の体幹機能障害者
・3級の視覚障害者
・3級または4級の下肢
障害者
・3級または4級の乳幼
児期以前の非進行性の脳
病変による移動機能障害
者
・5級の下肢障害、体幹
機能障害、乳幼児期以前
の非進行性の脳病変によ
る移動機能障害のいずれ
か2つ以上重複する者
・知的障害者
・精神障害者

3/4
障害者1人

5万円/月
最長

10年間

重度障害者等通勤対策助成金
概要
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H30年度 新設

障害者職場実習支援事業とは？

40

障害者を雇用したことがない事業主または
精神障害者を雇用したことがない事業主が、
職場実習を計画し実習生を受け入れた場合
に、謝金等を支給するものです。

※ポイント
雇い入れを要件とは

していません。



○過去３年間に障害者を雇用したことがない事業主または

精神障害者を雇用したことがない事業主が対象となり、社
内における障害者雇用に係る理解の促進等を目的とする。

○実際の就労場面を想定した職場実習計画を策定し、一定
期間の実習を行う。

○社内に実習を指導する適任者がいない場合、実習指導員
を委嘱することもできる。

○職場実習終了後の雇入れを要件とはしない。

障害者職場実習支援事業のポイント

ポイント
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「障害者職場実習支援事業」の概要

概要

42

対象となる障害者 対象となる措置 支給額 支給回数

①障害者の雇用実績
がない事業主

身体障害者
知的障害者
精神障害者

②精神障害者の雇用
実績がない事業主

精神障害者

・職場実習の受入期
間
1週間から1か月

・職場実習の日数
原則5日～20日

・実習時間（1日あた
り）
3時間以上

職場実習受入謝金
対象者1名につき日
額5，000円

同一年度
に2回ま
で

実習指導員への謝金
1日につき
16,000円
（4時間未満の場合は

8，000円）

傷害保険の保険料
実費



令和元年度の改正ポイント
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２ 雇用継続義務期間の対象障害者の要件緩和

作業施設（第１種）、福祉施設、通勤対策（バス）、重度多数

支給終了後の雇用継続義務期間に対象障害者が自己都合退職等した場合に新た
に雇用する障害者について、当初の対象障害者と同じ障害でなくてもよいこととした

１ 支給対象障害者の離職に伴い、新たに雇用する場合の支給
請求期間の延長

作業施設（第１種）、福祉施設、通勤対策（バス、自動車購入）、重度多数

受給資格の認定日から起算して１年以内又は支給対象障害者の自己都合離職等
から６か月以内のいずれか遅い日まで

要件

対象助成金

対象助成金

要件
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４ 申請等を事業主以外の者に委任する場合の要件の緩和

・事業主の要件
イ 事業主の所在する都道府県と支給対象障害者を雇用する事業所の所在する都
道府県とが異なる事業主

ロ 法人全体の労働者の総数が３０１人以上の事業主
・委任される者の要件
イ 支給対象障害者を雇用する事業所の長で、事業所における人事配置、労務管
理等についての権限を有する者

ロ 労働保険における届出について事業主の代理の権限を有する者

・事業主の要件
なし（委任届の提出で可）

・委任される者の要件
当該法人の役員又は支給対象障害者を雇用する事業所の長

３ 附帯施設の対象の緩和

作業施設

玄関、廊下、階段、トイレ等だけでなく、就業日毎に使用する更衣室・会議室・倉庫等
の施設に係る障害配慮部分も対象とする。

対象助成金

要件

改正前

改正後
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Ⅰ 障害者雇用をめぐる最近の動き

１．障害者雇用の状況について

２．障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正す
る法律の概要について

１．障害者雇用納付金制度について

Ⅱ（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の
助成金等

２．助成金の支給実績について

３．助成金等の概要、活用事例及び今年度の改正について

４．支給手続きについて



申請の流れ（概要）

認
定
申
請

支
給
請
求

認定
決定

不認定
決定

支給
決定
→振込

不支給
決定

☆認定申請・支給請求にはそれぞれ審査があります。
☆認定され、支給請求まで進んでも、要件に合致しなければ受給できません。
☆申請窓口は都道府県支部です（審査は機構本部にて行います）。

事業主 事業主機構 機構
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審
査

審
査

提出 提出



申請のポイント①

申請の期限

認定申請や支給請求には期限がある（例）

認定申請の場合）・雇入日から６か月以内
・障害者手帳の交付日から６か月以内
・賃貸借契約を行おうとする日の前日から起算して2か月

前から賃貸借契約の締結日の翌日から起算して3か月以内
・工事等の発注（契約）予定日の前日まで

支給請求の場合）・認定日から起算して1年以内

助成金等ごとに期限・要件は異なります。お早めに支部へご相談ください！

etc…

※注意※

※期限内に申請するだけでなく、要件に合致している必要があります。

施設・設備の整備や通勤用自動車の購入等、
認定申請の前に着手(契約・発注・支払)すると申請ができない場合があります。
助成金の活用をお考えの場合には、まず支部へご相談ください。
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申請のポイント②

申請書類の準備

・申請はすべて書類審査
→必要となる書類は助成金等ごとに異なります

タイムカード

出勤簿 賃金台帳 雇用契約書

労働条件通知書

売買契約書

賃貸借契約書

請書

etc…

しっかりとした書類の準備が不可欠となります。
ご不明な点は、早めに支部にご相談ください。

書類の不足や記入漏れがあると審査ができません！！

48



申請のポイント③

認定後・支給後の条件

認定・支給の条件は助成金
ごとに異なります。

★支給された後にも、手続や条件があります。

認定条件・支給条件ともに助成金ごとに異なります。
詳しくは各種パンフレットをご覧いただくか、

支部へお問い合わせください。

・対象となった障害者の雇用を一定期間以上継続する義務
（対象障害者等雇用継続義務期間）

・助成対象となった措置の実施状況の報告
・調査への協力

支給後の条件例（支給条件）

・業務日誌等の作成
・認定を受けた事業計画を変更する場合には、変更手続が必要
・施設・設備の取得価格が30万円以上の場合には、資産計上が必要

認定後の条件の例（認定条件）

etc.

etc.
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事業主の皆様へお願い

障害者雇用納付金を財源とし、
公平・公正な支給が求められることから
不適正支給や不正受給の防止に取り組んでいます。

☆認定条件・支給条件に違反した場合には、
認定の取消や、支給した助成金等を返還していただくケースもございます。

支部への事前相談をお願いします！

～公平・公正な支給のための取り組みについて～
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助成金ごとの
パンフレットがほしい

助成金について
もっと詳しく知りたい

ご清聴、ありがとうございました。
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http://www.jeed.or.jp/disability/subsidy/

福岡支部
TEL 092-718-1310
佐賀支部
TEL 0952-73-9118

長崎支部
TEL 0957-35-4723
熊本支部
TEL 096-249-1889

熊本支部
TEL 096-249-1889
大分支部
TEL 097-522-7256

鹿児島支部
TEL 099-250-5152
沖縄支部
TEL 098-941-3302
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